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１．はじめに 

鋼･合成橋りょうの支承部の機能低下や支承本体の破

損・摩耗等の変状が生じた場合，対策として支承取替が

行われる．支承取替では，桁仮受け工を設置し反力を受

け替えた後，既設支承を撤去し，同位置に新規支承を据

え付けるのが一般的な施工方法（以下，従来工法という）

である．しかし，従来工法の場合，桁仮受けや既設支承

の撤去等にかかる施工労力が大きく，そのため工期・コ

ストが増大しがちであることから，施工労力の低減が大

きな課題となっている．そこで，施工労力の低減が可能

な新たな支承取替工法として，図-1 に示すように，従来

工法における桁仮受け方法 1)に着想を得た，左右の既設

支承間に 1 つの新規支承を設ける工法を開発することと

した．この新工法を 1 線 1 支承形式と称することとする． 

２．1線 1支承形式の概要 

2.1 適用対象 

1 線 1 支承形式では，支承から桁に反力を伝達させる

ために，新規支承位置に端ダイアフラムおよび下フラン

ジがある橋りょう形式，すなわち箱断面桁を適用対象と

する．また，1 支承となった際の桁の転倒防止の観点か

ら，図-1 に示したように，複線並列桁で線間連結構があ

ることも適用条件とする． 

2.2 構造概要 

図-2 に 1 線 1 支承形式の構造概要を示す．新たに支点

反力を受けることとなる端ダイアフラムには，支点上補

剛材に加え，座屈防止やせん断補強を目的とした補強板

を取り付けることとした．この補強板は，左右下端部を

斜めに切欠いた形状としているが，これにより切欠かな

い場合に比べ，主桁ウェブからのせん断力がよりスムー

ズに新規支承に伝達されることを，後述の有限要素解析

により確認している．桁内には，橋軸方向水平力を新規

支承に効率的に伝達させること，ならびに端ダイアフラ

ムと主桁ウェブの面外変形を抑えることを目的としたブ

レース材を設置することとした．また，疲労上の弱点と

なり得る端ダイアフラムと下フランジのすみ肉溶接部に

作用する支点反力を軽減することを目的に，ソールプレ

ート上面に図-3 に示すように溝状の切欠きを設けること

とした． 

３．有限要素解析による応力評価 

3.1 解析概要 

3 次元有限要素解析により，各部材の応力評価を行っ

た．モデル化対象橋りょうの詳細は割愛するが，1 線 1

支承形式適用予定の複数の橋りょうを包含する代表モデ

ルを構築した．モデル化範囲は複線並列桁全体とし，ソ

ールプレート・支承・端ダイアフラム下端周辺，RC 床

版はソリッド要素で，それ以外の鋼部材はシェル要素で

モデル化した．各部材の接合についてはモデル簡略化の

ため，高力ボルトはモデル化せず，要素間結合やシェル

要素の総板厚で表現した．作用は文献 2 に準じ表-1 に示

す組合せを考慮し，耐荷性および耐疲労性の評価を行っ

た．なお，支承機能低下対策としての支承取替において
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(a) 支承取替前 

図-1 1線 1支承形式での支承取替 

(b) 支承取替後(1線 1支承形式) 

図-2 1線 1支承形式の構造概略 
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は，耐震性能向上は必須としないものと整理し，地震時

については L1 までを要求性能とした．また，各作用に

対する作用係数については，対象線区の実態に合わせて

適宜設定した． 

3.2 解析結果 

耐荷性の解析結果の例として，図-4 に耐荷性（常時）

の作用組合せにおけるミーゼス応力分布を示す．各部材

の応力は全般的に概ね降伏応力以下であった．地震時に

ついても同様に降伏応力以下に収まっていた．ここで概

ねとしたのは，ボルト接合を省略した解析では，部材重

なり端等における少数の要素において，応力集中に伴い

局所的に降伏を超えるような大きな応力が出力されるケ

ースがあるからである．こうした局所応力は実際には発

生しないことも多いが，本解析結果でも，そのような局

所降伏箇所があったため，念のためそれらの箇所につい

ては降伏以降の弾性係数を 1/1000 に設定した弾塑性解析

にて，局所降伏範囲が拡がらないことを別途確認した．

また，耐疲労性については，端ダイアフラム下端すみ肉

溶接の止端部ホットスポット応力（0.4t，1.0t（t:板厚）

からの 2点外挿）3)ならびにルート部のど断面応力 3)が，

それぞれ疲労限以下（荷重伝達型十字溶接-非仕上げ

46N/mm2，ルート破壊 23N/mm2）となることを確認した． 

４．実橋応力測定 

1 線 1 支承形式支承取替を実橋施工し，支承取替完了

後に，旅客列車通過時の各部の応力測定を実施した．な

お，当該線区は旅客列車のみで貨物列車の走行はない．

解析において比較的応力が大きかった部位の測定結果を

図-5 に示す．端ダイアフラム開口部隅近傍の発生応力は

-20.9～-33.8N/mm2 であった．新規支点上補剛材下端の発

生応力は2.9～-23.6N/mm2であった．疲労上懸念していた

端ダイアフラム下端溶接部近傍の発生応力は 7.1～-

12.2N/mm2 であり，公称応力に対する疲労限と比べても

問題ない応力レベルであった．今回の測定では，死荷重

反力移行により発生した内部応力は確認できていないも

のの，本橋りょうの死荷重反力の測定列車計算反力（衝

撃含む）に対する比率（3.1 程度）から，死荷重を含む

応力（死荷重＋列車荷重＋衝撃荷重）を試算すると-

140N/mm2 程度と試算される．これは使用鋼種 SM490 の

降伏強度 325N/mm2 より十分に小さく，その他の荷重

（ロングレール縦荷重や風荷重等）が付加された場合に

おいても降伏強度に達することはないものと考えられる． 

５．まとめ 

施工労力の低減が可能な新たな支承取替工法として，

1 線 1 支承形式による支承取替を検討・開発し，実施工

を行った．1 線 1 支承形式は，近年新設橋での適用は増

えているようであるが，1線2支承形式の既設橋から1線

1 支承形式への変更はおそらく他に例がないと思われる．

施工の詳細については紙面の都合上割愛したが，1 線 1

支承形式支承取替では，桁仮受け，ジャッキアップ，既

設支承の沓座はつり等の作業が省略できるため，大幅な

工期短縮が可能となる．今回の施工では，同程度の規模

の橋りょうにおける従来工法の支承取替事例と比較し，

本体工部分で20日間程度の工期短縮（35％短縮）を達成

している．今後，設計・施工標準を整備し，適用実績を

増やしながら，随時改善を図っていきたい． 
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表-1 解析で考慮した作用組合せ 

評価性能 作用の組合わせ 

耐荷性 
常時 D+L+I+C+LR+B+LF+W 

地震時 D+L+C+EQ 

耐疲労性(疲労限) D※+L+I+C  ※Dは最終応力範囲から控除 

D：死荷重，L：列車荷重，I：衝撃荷重，C：遠心荷重， 
LR：ロングレール縦荷重，B：制動･始動荷重，LF：車両横荷重， 
W：風荷重，EQ：地震荷重 

図-4 解析結果_耐荷性（常時） 
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図-5 応力測定結果 
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